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第 69回九都県市首脳会議の結果概要 

 

                         平成 28 年５月 25 日 

                        九 都 県 市 首 脳 会 議  
 

１ 報告事項 
（１）首脳会議で提案された諸問題についての検討状況等の報告について 

ア 多子世帯・子育て世帯向け住宅による子育て支援について 

九都県市における多子世帯・子育て世帯向けの住宅施策について情報共有を

行うとともに、今後必要と思われる支援策等について国へ要望を行うことと  

した。 

また、今後必要に応じて適宜情報交換や意見交換を行い、連携を図っていくこ

ととした。 

 

イ 障害者の積極的な就労促進について 

９月の障害者雇用支援月間に合わせて、九都県市共同リレーキャンペーンを実

施した。また、法改正の動向を踏まえ、精神障害や発達障害のある方の雇用促進

に特化した事業、工賃向上や企業就労の促進に向け、検討を行った。 

今後は、障害者の積極的な就労促進について、国へ要望するとともに、引き続

き各都県市の取組を進め、必要に応じて情報交換や意見交換を行い、連携を図っ

ていく。 

 

ウ 高齢者の交通安全対策の推進について 

高齢ドライバーの交通事故防止に向けた共同の取組を検討するとともに、 

高齢者の移動手段を確保するための公共交通の充実等に向けた取組と課題に 

ついて情報交換を行った。 

今後は、秋の全国交通安全運動期間中に、高齢ドライバーの交通事故防止に

向けた啓発活動を集中的に実施し、適宜情報交換を行い、連携を図っていく 

こととした。 

 

エ 外国人来訪者に対する熱中症予防啓発の強化について 

外国人来訪者に対する熱中症予防啓発について、国の取組状況等の情報共有を

行い、効果的な予防啓発（情報発信）方法や具体的な啓発内容について検討し、

その結果を取りまとめ、国への提言活動を行った。 

今後は、引き続き九都県市が協力し、国の動向等について情報共有を図るとと

もに、必要に応じて、共同での取組について検討していく。 
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オ 里親制度の推進に向けた取組みについて 

里親制度の推進に向けて、九都県市共同で実施した要望については、育児 

休業制度についての要望が概ね実現に向かっていることを確認した。また、各団

体の状況について情報交換を行うとともに、里親制度の周知啓発について、共同

の取組を推進した。 

これまでの検討を踏まえ、引き続き、各都県市の里親制度の推進に係る取組を

推進するとともに、今後も必要に応じて連携を図っていく。 

 

カ 福島県の復興支援について 

福島県からの希望を踏まえて、福島県への教育旅行の呼び掛けの場の提供や

各都県市で開催されるイベントへの福島県産品の販売・ＰＲブースの出店、 

震災から５年となる平成 28 年３月に各都県市の広報誌に福島県の記事を一斉掲

出するなど、九都県市で共同の取組を実施した。 

引き続き、福島県の復興の足かせとなる震災の記憶の風化を防ぐため、九都県

市が連携して福島県の復興を後押しする取組を進めていくこととした。 

 

キ 地方税財政問題に対する取組について 

地方税財政問題（臨時財政対策債）に関し広く理解を得るための基本資料及び

個別資料を作成し、住民等へ周知を行った。 

引き続き、作成した資料を活用するなど、住民等への周知に努めていくことと

した。 

 

ク 風しん撲滅に向けた九都県市共同での取組について 

予防接種促進のための九都県市共同での取組について、実施可能なものから順

次展開するとともに、より効果的な取組について、検討を継続することとした。 

 
ケ ガソリンベーパー対策の推進について 

ガソリンベーパー対策として、ＯＲＶＲ車の早期義務付けの必要性を広く国民

に理解してもらうため、引き続き啓発・情報発信を行うとともに、国の動向を注

視し、必要に応じて国への再要請を検討することとした。 
 

コ 自然災害に備えた家庭での備蓄促進について 

九都県市が共同して自然災害に備えた家庭での備蓄を促進するため、「防災週

間」での集中的な広報活動や、その他の時期に防災イベント等を行うこととした。 
引き続き、より一層効果的な広報の実施について検討を行っていく。 

 
サ ヒートアイランド対策について 

各都県市の取組状況や先進的な取組について意見交換を行った。 
また、九都県市の発信力を生かすことで高い効果が見込める共同取組を実施す
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ることとした。 
今後は、対策全般の啓発強化を目的として、九都県市連携による打ち水イベン

トの開催や、特に事業者を対象とした啓発リーフレットの作成・配布を行う。 
 

シ 子どもの貧困対策について 

「子どもの貧困」の対策と未然防止に関わる、様々な施策・制度のシームレス

な取組の推進に向けた検討を進めるため、各都県市の現状の取組状況等について

意見交換と情報共有を行った。 
今後は、各都県市における好事例・先進事例等を踏まえ、九都県市が連携して

検討を進めていくこととした。 
 

ス 「子どもの未病対策」の推進について 

子どもの健康・未病対策の推進を図るための九都県市共同での取組について、

九都県市で共通して活用できるキャッチコピーやデジタルコンテンツ等を作成

し、それぞれの広報媒体を活用した周知を図るなど、具体的な方策について 
検討を進め、実現可能なものから順次実施していくこととした。 

 
セ 国民健康保険特定健康診査受診率向上への取組について 

国民健康保険特定健康診査の受診率向上に向けた各自治体の取組や先進事例

の共有を行い、効果的な啓発方法について意見交換を行った。 
引き続き効果的な啓発方法や取組内容について意見交換を行い、九都県市  

合同でのＰＲ活動の実施について検討を行うこととした。 
 
（２）地方分権改革の推進に向けた取組について 

今後の地方分権改革が、個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現するという基本

理念を貫徹し、真の分権型社会の実現に向けて確実に推進されるよう、九都県市と

しての意見を取りまとめ、別紙１のとおり、国に対して要求を行うこととした。 
 
２ 意見交換に係る合意事項 

「福島の復興・創生」について、内堀福島県知事をゲストに迎え、「ふくしまの

“今”」についてプレゼンテーションをいただいた後、意見交換を行い、着実に進

む福島県の復興の光と魅力を確認した。 

しかし、福島県では、今なお約 10万人の県民の方々が全国で避難生活を送っている

とともに、風評の影響、復興が進む一方で震災の記憶の風化も進むなど、深刻で複雑

な課題を多く抱えている。 

  復興の光を大きな輝きに変え、美しく豊かで希望と笑顔にあふれた「新生ふくしま」

を築いていくための福島県のチャレンジをより一層応援するため、別紙２のとおり

「福島の復興・創生に向けた九都県市共同宣言」を行い、内堀福島県知事に手交した。
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また、福島県の若者を招き、復興の状況などを伺う機会を設けることを検討すること

とした。 

 

３ 次回は、平成 28 年秋、横浜市において開催する。 
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